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水道財政のあり方に関する研究会報告書 
 

はじめに 

 

 

我が国の水道は国民生活に必要不可欠なライフラインとして、地域住民の生命と暮

らしを守るという極めて重要な役割を担っている。 

また、水道事業の経営においては、独立採算の原則に基づき、給水に係る費用を料

金収入ですべて賄うことが基本となっている。 

 

近年、水道事業を取り巻く経営環境は急速に厳しさを増している。 

人口減少社会や節水型社会への移行等による水需要の減少に伴い、既に料金収入は

減少傾向にあるが、今後予想されている急速な人口減少により、この傾向はさらに強

まると見込まれる。 

また、高度経済成長期以降に整備された施設等の老朽化や近年頻発する自然災害へ

の対策として、施設の着実な更新を行う必要があり、そのための経費は加速度的に増

加していくことが見込まれる。 

さらには、こうした課題に対応していくために必要となる専門人材の確保も課題と

なっている。 

 

このため、水道事業が将来にわたって持続的な経営を確保していくためには、各団

体がこれまで以上に経営基盤の強化に取り組むことが不可欠である。 

 

本研究会は、こうした背景の下、各団体における経営努力を推進する方策及び、そ

れを前提とした水道事業における持続的な経営の確保のための対応等について検討

するために設置されたものである。 

 

平成 30 年１月以降、水道事業の経営状況や広域化の先進事例の分析等、抜本改革

の方策について検証を行い、水道事業の持続的な経営に資する水道財政のあり方につ

いて議論を重ね、ここに研究会の提言を取りまとめたところである。約 10 ヶ月にわ

たり、熱心にご議論頂いた委員各位に深く感謝申し上げるとともに、本報告書が各団

体の今後の水道事業の持続的な経営のために役立つことを願ってやまない。 

 

 

平成 30年 11月 

 

水道財政のあり方に関する研究会 

座 長 石井 晴夫 
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１．水道事業の経営状況と今後の課題 

 

（１）水道事業の経営状況 

 

① 全体概要 

 

地方公共団体が経営する水道事業の数は、平成 28年度において 2,033事業 P0F

1
Pとなっ

ている。このうち、上水道事業 P1F

2
Pは 1,263 事業、簡易水道事業は 702 事業、用水供給

事業 P2F

3
Pは 68事業となっている。上水道事業と簡易水道事業を給水人口規模別に見ると、

約８割の 1,520事業が５万人未満となっている。（図表１） 

 

【図表１ 現在給水人口規模別・事業区分別事業数】 

 

 

水道事業の収支の状況を見ると、平成 28 年度において、水道事業全体の収支は

4,044億円の黒字となっており、全体としては良好な状況である。（図表２） 

黒字事業と赤字事業の内訳を見ると、黒字事業は全事業の 93.7％に当たる 1,910

事業、黒字額は 4,112 億円となっている。また、赤字事業は全事業の 5.9％に当たる

121事業、赤字額は 68億円となっている。 

                                                   
1 建設中の３事業、想定企業会計（公営企業会計として特別会計を設置していたが、特別会計を

廃止し、一般会計等において精算や地方債の償還を行い、収支は一般会計等から分別して当該公

営企業会計が設けられているものと想定し、経理されたものとして取り扱っているもの）５事業

を含むと平成 28 年度において 2,041 事業となる。 
2 本報告書では、水道法（昭和 32 年６月 15 日法律 177 号）第３条第２項に規定される「水道事

業」のうち、給水人口 5,001 人以上の事業を指す。 
3 水道法第３条第４項に規定される「水道用水供給事業」を指す。 
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【図表２ 水道事業の経営状況】 

(単位：事業、億円)

区分　　　　　項目 上水道事業 簡易水道事業 用水供給 合計

1,158 690 62 1,910

(91.7%) (97.7%) (88.6%) (93.7%)

黒字額 3,465 99 548 4,112

105 16 7 121

(8.3%) (2.3%) (10.0%) (5.9%)

赤字額 54 6 8 68

総事業数 1,263 706 70 2,039

収支 3,411 93 540 4,044

     1.　事業数は決算対象事業数（建設中のものを除く。）である。
     2.　黒字額・赤字額は、法適用企業は総収支、法非適用企業は実質収支による。
     3.　（　　）書は総事業数（建設中のものは除く。）に対する割合である。
※　平成28年度地方公営企業決算統計より作成。

赤字事業数

水道事業の経営状況

黒字事業数

(注)

 

 

赤字事業の内訳を見ると、上水道事業が 105事業で太宗を占めており、総事業数に

占める赤字事業数の割合としても、簡易水道事業の 2.3％を上回る 8.3％となってい

る。 

給水人口規模が小さい簡易水道事業は、給水人口密度も低い傾向にあるなど、一般

的に上水道事業と比較して経営条件が厳しい傾向にあるものの、経常収益 P3F

4
Pの内訳を

見ると、他会計繰入金の割合が高くなっており、現行の経費負担区分やこれに基づく

財政措置の下、他会計繰入金によっておおむね黒字が保たれている状況にある。（図

表３） 

 

上水道事業の料金回収率 P4F

5
Pを見ると、約 2/3の団体が 100％を上回っている一方で、

給水人口規模の小さい団体ほど、100%を下回る割合が高くなる傾向にあり、１万人未

満の給水人口規模では、約半分が 100％を下回っている。（図表４） 

このことから、上水道事業については、全体としては良好な経営状況にあるものの、

個別団体に着目すると、それぞれの経営条件の違いにより、経営状況に格差が生じて

いることが懸念される。持続的な経営の確保に向けた対応策等の検討に当たっては、

上水道事業における個別団体の経営状況について、さらに詳細な分析を行う必要があ

る。 

                                                   
4  法非適用簡易水道事業においては、本来は総収益であるが、法適用事業との比較のために図表

３においては便宜的に文言を統一している。 
5 「供給単価÷給水原価×100」で算出。供給単価は、「給水収益÷年間総有収水量」で、給水原

価は「｛経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費）－長期前受金戻入｝÷

年間総有収水量」で算出。給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているかを表した指標で

ある。100％を下回っている場合、給水に係る費用が給水収益以外の収入で賄われていることを意

味する。 
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【図表３ 水道事業における経常収益の内訳】 

 

 

【図表４ 給水人口規模別の料金回収率の状況】 

●給水人口規模別の料金回収率（上水道事業）

団体区分 団体数

都及び政令市 20 15 (75.0%) 5 (25.0%)

30万人以上 48 43 (89.6%) 5 (10.4%)

15～30万 77 65 (84.4%) 12 (15.6%)

10～15万 90 70 (77.8%) 20 (22.2%)

5～10万 210 158 (75.2%) 52 (24.8%)

3～5万 195 130 (66.7%) 65 (33.3%)

1.5～3万 262 167 (63.7%) 95 (36.3%)

1～1.5万 132 80 (60.6%) 52 (39.4%)

0.5～1万 180 91 (50.6%) 89 (49.4%)

0.5万人未満 49 25 (51.0%) 24 (49.0%)

全体 1263 844 (66.8%) 419 (33.2%)

※平成28年度地方公営企業決算統計より作成。

料金回収率100％
以上の団体数と割合

料金回収率100％
未満の団体数と割合
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② 個別団体の経営状況（料金回収率と料金水準に基づく分析） 

 

前述の水道事業の経営状況の概況を踏まえ、本研究会では、上水道事業における個

別団体の経営状況について、より詳細な分析が必要と考え、経営状況と経営努力の観

点から分析を試みた。 

 

経営状況を示す指標としては、料金回収率を用いることとした。独立採算の原則か

らは、給水に係る費用を料金収入ですべて賄うこと、すなわち料金回収率が 100％以

上であることが基本となる。 

経営努力を示す指標としては、家庭用水道料金（月 20㎥口径 13ミリ）を用いるこ

ととした。経営努力には様々な手段があるため、一つの指標で計ることは難しいもの

の、持続的な経営を確保するためには、将来を見据えつつ必要な料金収入を確保して

いくことが必要であり、その状況を示す一つの指標として料金水準を用いることとし

た。 

 

具体的には、料金回収率を縦軸、家庭用水道料金を横軸とし、平成 28 年度の地方

公営企業決算統計に基づき、各団体の状況をプロットした。（図表５） 

その上で、料金回収率 100％と家庭用水道料金の全国平均の線でＡ～Ｄにグループ

分けをし、管路更新率、資本費、給水人口１人当たり管路延長など経営状況に関係す

ると考えられる各種指標との関係を分析した。（図表６、参考資料１～５） 

 

【図表５ 水道料金と料金回収率の関係（上水道事業 1,262団体 P5F

6
P）】 

 

                                                   
6 上水道事業のうち平成 28 年度地方公営企業決算統計において、給水人口が０人の１団体を除い

た。 
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【図表６ 各グループの経営状況に係る指標】 

 

 

また、経営条件を示すデータとして「料金回収率を 100％とするために必要な料金

水準」を用い、100％の料金回収率となる１～３のラインにより、料金回収率が 100％

となる料金水準として、それぞれ全国平均の２倍以上、全国平均の 1.5倍以上、全国

平均以上を要するものに分類し、分析した。（図表７、８） 

この結果、各グループの指標の中央値を比較すると、料金回収率が 100％となる料

金水準が高いグループほど、資本費や有収水量当たり管路延長など、構造的な経営条

件を表す指標が厳しい値を示すとともに、持続的な経営を確保するために計画的な取

組が求められる管路更新率も低くなる傾向が認められた。 

特にＢ１に属する団体においては、資本費が 266円と非常に高くなっていることも

あり、料金水準が 5,000円に近いにもかかわらず、料金回収率は 60％を下回るととも

に、管路更新率は 0.09％にとどまっている。このことから、経営条件が特に厳しい団

体においては、管路などの更新投資も十分に行えていない団体が多いと考えられる。 

なお、水道事業における経営状況等の分析においては、事業規模を表す一般的な指

標として、給水人口規模が用いられるケースが多い。より詳細な分析に当たっては、

上記のように資本費や有収水量当たり管路延長等の指標をあわせて用いることが有

効であるが、これらの指標は、給水区域における人口規模やその密度・分布とも相関

が高いことから、給水人口規模によって一定の傾向が示される場合には、資本費や有

収水量当たり管路延長との関係においても、類似の傾向が想定されると考えることが

できる。 
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【図表７ 経営条件が厳しい団体の分析】 

 

 

 

【図表８ グループごとの指標の比較】 
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（２）急速な人口減少が水道事業の経営に与える影響 

 

① 有収水量の大幅な減少 

 

現在、我が国においては、人口減少が急速に進んでおり、有収水量 P6F

7
Pの大幅な減少

に伴い料金収入についてもさらなる減少傾向が想定される。 

国勢調査に基づく我が国の人口の推移を見ると、平成 22年（2010 年）の 1億 2,806

万人をピークに減少局面に入っている。（図表９） 

一方、有収水量については、平成 12年（2000年）の 3,900万㎥/日をピークに減少

傾向にある。有収水量が人口よりも早い時期から減少傾向に転じているのは、節水型

社会の進展や業務用の大口需要者の撤退等により水需要が減少したためと考えられ

る。（図表 10） 

この結果、料金収入についても、平成 13 年度の 2 兆 5,463 億円をピークに減少傾

向が続いている。（図表 11） 

 

【図表９ 日本の人口推移】 

 

 

 

 

 

 

                                                   
7 料金徴収の対象となった水量及び他会計等から収入のあった水量。料金水量、他水道事業への

分水量、その他公園用水、公衆便所用水、消防用水などで、料金としては徴収しないが、他会計

から維持管理費としての収入がある水量をいう。 
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【図表 10 水道事業の将来の需要水量】 

 

 

【図表 11 水道事業の料金収入の推移】 

 

 

今後、我が国の人口は、2065 年には、ピーク時に比べ 31.2％減の 8,808 万人にな

ると推計されている。 

こうした人口減少に伴い、全国の有収水量についても、2065年にはピーク時に比べ

約４割減の 2,200 万㎥/日になると推計されていることから、このような大幅な有収

水量の減少を踏まえた適切な料金水準の見直しなしでは経営が成り立たなくなるこ

とが想定される。 

特に、現在の給水人口規模別に各団体の人口減少率の推計を見ると、給水人口規模

の小さい団体ほど、人口減少率が高くなる傾向にある。（図表 12） 
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このため、給水人口規模の小さい団体ほど、有収水量の減少の傾向についても、よ

り大幅な減少率となることが見込まれるため、その影響を正確に見込んだ取組が不可

欠となる。 

 

【図表 12 給水人口規模別の人口減少率】 
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② 事業規模の縮小への対応 

 

水道事業は多くの事業用資産の保有を前提としており、上水道事業の給水原価のう

ち約５割が資本費となっている。（図表 13） 

平成８年度以降の施設利用率 P7F

8
Pの推移を見ると、人口減少等による水需要の減少に

伴い、減少傾向が続いており、現在の事業用資産の規模をそのまま維持すると、水需

要に対して過剰な資産規模となり、経営にとって大きな負担となることが懸念される。

（図表 14） 

このため、持続的な経営に向け、更新投資や広域化の取組を進めるに際しては、今

後の水需要に合わせた事業用資産のダウンサイジングを行い、事業費を縮減していく

ことが重要となる。 

 

【図表 13 上水道事業における給水原価の内訳】 

 

 

【図表 14 施設利用率の推移】 

 

                                                   
8 「一日平均配水量÷一日配水能力×100」で算出。一日配水能力に対する一日平均配水量の割合

であり、施設の利用状況や適正規模を判断する指標である。 
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また、事業用資産のダウンサイジングを実現するためには、予防保全の観点に立っ

た適切なアセットマネジメントを実施する必要がある。 

水道事業におけるアセットマネジメントにおいては、将来必要となる更新費用を適

切に把握し、トータルコストの縮減、平準化を検討する必要があり、この中で水需要

に合わせた事業用資産の適切な規模も検討することが重要である。（図表 15） 

 

【図表 15 水道事業におけるアセットマネジメント】 
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（３）老朽化対策と災害対策のための更新需要の増大 

 

水道事業の過去の投資実績を見ると、戦後の水道普及率の増加に伴い施設の整備が

進んだ昭和 50年頃と、人口の増加に伴い有収水量が増大した平成 10年頃の２つのピ

ーク期がある。（図表 16） 

最初のピーク期である昭和 50年頃から 40年以上が経過する中、有形固定資産減価

償却率 P8F

9
Pは上昇が続いている。（図表 17） 

既に建設改良費は年々増加傾向にあるが、昭和 50 年頃までに投資した事業用資産

を中心に大量更新時期が到来していることから、今後の更新需要の増大に伴う経営状

況の悪化が懸念される。（図表 18） 

 

【図表 16 水道事業における投資の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
9 「有形固定資産減価償却累計額÷有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価×100」で算出。

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標で、資産の老朽

化度合を示している。 
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【図表 17 有形固定資産減価償却率の推移】 

 

 

【図表 18 建設改良費の推移】 
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事業用資産の約７割 P9F

10
Pを占める管路については、管路経年化率 P10F

11
Pが年々上昇する一

方、管路更新率 P11F

12
Pは低調に推移していることから、更新投資が適時にされず、更新需

要が蓄積しているものと考えられる。（図表 19） 

特に、先に分析したとおり、個別団体の経営状況を分析すると、資本費や有収水量

当たり管路延長など、構造的な経営条件を表す指標が厳しい値を示す団体において、

管路更新率が低くなる傾向にある。 

 

【図表 19 管路経年化率と管路更新率の関係】 

 

 

また、近年は、地震や大雨など、水道事業において大きな被害が発生する自然災害

が頻発していることから、災害対策の必要性も高まっている。（図表 20） 

こうした中、国においては、「国土強靱化基本計画」（平成 26年６月３日閣議決定）

に基づく「国土強靱化アクションプラン 2014」（平成 26年６月３日国土強靱化推進本

部決定）において、基幹管路の耐震適合率を重要業績指標に位置づけ、平成 34 年度

末までに 50％に引き上げることを数値的目標としている。 

厚生労働省による耐震化状況調査（平成 28 年度末時点）によれば、基幹管路の耐

震適合率は 38.7％となっている。特に、計画給水人口規模別に見ると、５万人未満の

団体においては、約 1/4 以下となるなど、中小規模の団体において低い傾向にあり、

引き続き耐震化の取組を進めていく必要がある。（図表 21、22） 

                                                   
10 「平成 22 年度 水道におけるアセットマネジメント取組促進等業務報告書」（平成 23 年３月

厚生労働省健康局水道課、株式会社日水コン）による。 
11 「法定耐用年数を経過した管路延長÷管路延長×100」で算出。法定耐用年数を超えた管路延

長の割合を表す指標で、管路の老朽化度合を示している。 
12 「当該年度に更新した管路延長÷管路延長×100」で算出。当該年度に更新した管路延長の割

合を表す指標で、管路の更新ペースや状況を把握できる。 
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【図表 20 近年の地震による水道の被害状況（厚生労働省資料）】 

 
 

【図表 21 水道施設における耐震化の状況（厚生労働省資料）】 
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【図表 22 計画給水人口区分別の基幹管路の耐震適合率】 

計画給水人口区分 事業者数
耐震

適合率
都及び政令市 20 58.2%
30万人以上 54 51.4%

15万人以上、30万人未満 83 37.8%
10万人以上、15万人未満 94 31.6%
5万人以上、10万人未満 222 36.4%
3万人以上、5万人未満 225 25.6%
1.5万人以上、3万人未満 271 23.5%
1万人以上、1.5万未満 169 25.1%
0.5万人以上、1万人未満 212 22.0%

0.5万人未満 5 18.4%
用水供給 92 60.2%

上水道＋用水供給 1,447 38.7%

上水道 1,355 35.9%

（出典）平成28年度水道統計を基に総務省作成  

 

水道は日常生活に必要不可欠なライフラインであり、老朽化や自然災害による事故

の発生は国民生活に大きな影響を及ぼすことになる。 

このため、全ての水道事業者が、更新需要が増大する中にあっても、老朽化対策や

災害対策のための適切な更新投資を着実に行っていくことが必要となる。 



18 
 

（４）職員数の減少 

 

水道事業における職員数が減少を辿る中にあって、中長期の視点に立った経営戦略

の策定や専門的な技術の承継、災害時の対応等のためには、人員体制の確保も課題と

なっている。 

地方公共団体の総職員数については、市町村合併や行政改革が進む中、平成６年の

約 328万人をピークに、平成 29年には約 274万人となっており、約 54万人、16.4％

の減少となっている。（図表 23） 

 

【図表 23 地方公共団体の総職員数の推移（平成６年～平成 29年）】 

 

 

一方、水道事業の職員数については、昭和 55 年度の 7 万 6,084 人がピークとなっ

ており、平成 28年度末にはピーク時に比べて約４割減の 4万 5,441人となっている。

地方公共団体の一般行政部門等よりも職員数の減少幅が大きくなっているのは、水道

メーターの検針や施設の維持管理等の業務の外部への委託が進んだこと等によるも

のである。給水人口３万人未満の団体では、平均職員数が 10 人を下回る状況となっ

ている。（図表 24） 

また、平成 28年度の水道統計によると、水道事業の職員の全体の約４割を 50歳以

上の職員が占めており、このうち半数以上が技術系職員であることから、今後 10 年

程度で多くの技術系職員が退職することとなる。（図表 25） 

以上のことから、持続的な経営を確保するためには、広域化や民間活用等の抜本改

革による人員体制の確保を図るとともに、災害時における協力体制について、周辺市

町村等との広域的な連携を進める必要がある。 
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【図表 24 職員数の推移】 

 
 

【図表 25 年齢職層別の職員数】 
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（５）（国会審議中の）水道法の改正 

 

国においては、水道事業が現在直面している様々な課題に対応し、その経営基盤の

強化を図るため、①関係者の責務の明確化、②広域連携の推進、③適切な資産管理の

推進、④官民連携の推進及び⑤指定給水装置工事事業者制度の改善を内容とする「水

道法の一部を改正する法律案」が第 196回国会に提出され、11月 1日現在、参議院に

おいて審議中である。（図表 26） 

 

【図表 26 水道法の一部を改正する法律案の概要】 
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２．持続的な経営を確保するための基本的な考え方 

 

水道事業については、日常生活に必要不可欠なライフラインであるとともに、大規

模な事業用資産を保有していることから、将来にわたり持続的な経営を確保するため

には、中長期の視点に立った計画的かつ合理的な事業経営を強化していく必要がある。 

特に、これまでの水道事業の経営において想定していなかった急速な人口減少と戦

後の水道の普及に合わせて整備された事業用資産の大量更新時期を迎えている中で、

持続的な経営を確保するためには、中長期の経営見通しに基づく経営基盤の強化を進

める必要がある。 

 

このため各団体の経営戦略において、 

①今後の人口減少と適切なアセットマネジメントに基づく更新投資需要を正確に反 

映させた、投資、財源に係る中長期（30～50年）の試算をした上で、 

②10 年程度の一定期間に収支均衡を図るための抜本的な取組方針と投資・財政計画を

定めることで、 

 

今後の方針を明確にするとともに、具体的な取組みを計画的に実施することが求め

られる。 

このような取組を進めるにあたっては、次の視点が重要になる。 

 

＜持続可能な水道の維持のための適切な更新＞ 

水道事業における大規模な事業用資産を将来にわたり適切に維持・更新していくた

めには、中長期の視点に立った需要と供給体制の見通しを踏まえ、適切なアセットマ

ネジメントを実施することにより、トータルコストの縮減や平準化など費用負担を軽

減するための対策を講じた上で、着実に更新を進めることが必要である。 

 

＜料金収入の確保＞ 

人口減少に伴う有収水量の減少により、料金収入の大幅な減少が懸念されるととも

に、更新需要の増大により、更新投資のための財源の確保が必要となることから、各

団体の中長期の視点に立った収支見通しに基づき、料金水準を計画的に見直すことが

必要である。 

 

＜広域化等の抜本改革の推進＞ 

中長期の収支均衡、収支改善を図るためには、適切な更新や料金収入の確保ととも

に、広域化や民間活用等の抜本改革に取り組むことが必要である。 

特に、複数の市町村の区域で水道事業を広域的に経営する取組を推進することは喫

緊の課題である。 

 



22 
 

３．今後の具体的な取組方策 

 

（１）「広域化推進プラン」による広域化の推進 

 

① 広域化の意義 

 

水道事業の抜本改革の中でも、複数の市町村が区域を越えて連携して事業に取り組

む広域化については、スケールメリットによる経費削減効果等が期待できるため、多

様な類型の広域化を積極的に推進することが必要である。（図表 27、28） 

広域化の中でも、経営統合は、経営主体が同一となり、浄水場等の施設の統廃合や

人員、料金収入等の経営資源を一元的に管理するため、給水原価の削減、専門人材の

確保等、経営基盤を強化する効果が最も期待できる。 

一方、経営統合が実現しにくい地域においても、浄水場等の一部の施設の共同設置

や共同利用等により、施設の更新費用や民間委託等の維持管理費用の削減等が可能と

なり、大きな効果が期待できる。 

また、業務の共同委託やシステムの共同化、施設管理業務の受託団体の共同設置等、

事務の広域的処理により、専門職員をはじめとした人員体制の強化による技術水準の

確保や業務量の拡大による民間委託コストの削減、事務処理の効率化等の効果が期待

できる。 

 

【図表 27 主な広域化の類型】 
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【図表 28 広域化の類型別の効果額（イメージ）】 

 
 

なお、近年の頻発する自然災害への対応強化の観点からは、特に事業規模の小さい

団体において、災害時の人員等の体制をどのように確保するかが重大な課題となって

いる。こうした観点からも、広域化による人員体制の強化が重要であるとともに、広

域化に至らない段階においても、災害時における周辺市町村との協力体制等について

あらかじめ定めておくなど、広域的な連携を進めていく必要がある。 

 

 

② 広域化を検討する際の留意点 

 

広域化はそれ自体が目的ではなく、あくまで経営基盤強化のための手段である。 

このため、広域化の検討に当たっては、様々な広域化の類型や手法についてシミュ

レーションを行い、その効果を総合的に比較した上で、各団体において最も適した取

組を進める必要がある。その際、事業を継続していく上で必要となる職員数や給水人

口等の規模についても算出することにより、シミュレーションを行う区域を設定する

ことも有用である。 

なお、広域化の実現には十年単位の期間を要する場合も多いことから、可能な限り

速やかに検討に着手することが重要であるとともに、直近の経営状況のみに基づいて

広域化の必要性を判断するのではなく、40年後、50年後の経営状況を見据えた上で、

広域化の必要性を分析・評価し、計画的に取組を進めていく必要がある。 

 

 

③ これまでの広域化の取組と検討状況 

 

総務省では、「市町村等の水道事業の広域連携に関する検討体制の構築等について」

（平成 28年 2月 29日付け総財公第 31号、総財営第 13号総務省自治財政局公営企業

課長、同公営企業経営室長通知）により、厚生労働省では、「水道事業の広域連携の

推進について」（平成 28年 3 月 2日付け生食水発 0302 第 1号厚生労働省医薬・生活

衛生局生活衛生・食品安全部水道課長通知）により、各都道府県に対し、すべての市

町村等を構成員とした広域連携に関する検討体制を早期に構築し、平成 30 年度まで
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を目途に検討を行い、検討結果を公表するよう要請している。 

現在、検討体制はすべての道府県において構築されているが、平成 30 年度までに

検討結果を公表予定の団体は、公表済みを含め 21 団体 P12F

13
Pとなっており、取組の加速

が必要である。 

 

 

④ 「広域化推進プラン」の策定 

 

現在国会審議中の改正水道法案において、「都道府県は、広域的な水道事業者等の

間の連携等の推進その他の水道の基盤の強化に関する施策を策定し、及びこれを実施

するよう努めなければならない」（改正水道法案第２条の２第２項）こととされてい

る。また、水道事業の基盤強化のために必要な取組の全体像について、都道府県が「水

道基盤強化計画」を定める規定（改正水道法案第５条の３第１項）が盛り込まれてお

り、広域化は基盤強化の中核と位置づけられている。したがって、広域化の取組推進

に当たっては、引き続き、都道府県を中心として、計画的に検討を進めることが求め

られる。 

一方で、改正水道法案に基づく水道基盤強化計画については、広域化以外の基盤強

化の取組も含めた広範な事項の記載が予定されており、法案成立後、各都道府県にお

ける計画策定までには一定の期間を要するものと考えられる。このため、喫緊の課題

である広域化の具体的取組の推進に向けて、まずは、都道府県に対し、これまでの検

討結果を踏まえ、広域化の多様な類型に応じたシミュレーションを実施し、効果を比

較した上で、広域化の基本的な考え方やスケジュールについて定めた計画（以下「広

域化推進プラン」という。）の策定を求めていくことが有効と考えられる。その際、

都道府県は、水道事業者である市町村等と十分協議するとともに、区域内の水道事業

を俯瞰し、区域全体として持続可能な枠組みとなるよう調整を図ることが必要である。 

なお、国においては、都道府県に対して広域化推進プランの策定を求めるに際し、

水道基盤強化計画との関係を事前に整理し、策定に要する事務負担の軽減に十分に配

慮する必要がある。 

 

 

⑤ 広域化に係る財政措置の拡充 

 

現行、広域化に係る事業については、水道広域化施設整備事業として財政措置を講

じている。（図表 29） 

 

【図表 29 水道広域化施設整備事業】 

※国庫補助率は原則、事業費の1/3 1/3

　　元利償還金の１/２を普通交付税措置

国庫補助基準額

国庫補助金 一般会計出資債 水道事業債

 
                                                   
13 「市町村等の水道事業の広域連携に関する検討状況に係るヒアリング実施について（照会）」（平

成 30 年８月１日付け総務省自治財政局公営企業経営室事務連絡）により把握された平成 30 年８

月 15 日現在の状況。 
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しかしながら、現行の財政措置は、その対象を経営統合に伴う施設整備に限定して

おり、経営統合を伴わない施設の共同設置等は対象としていない。今後、都道府県を

中心とした検討体制の下で、広域化の具体的取組を推進していくためには、広域化推

進プランの策定や、これに基づく具体的取組が積極的に推進されるよう、国において、

広域化に係る財政措置の拡充を検討すべきと考えられる。 
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（２）適切なアセットマネジメントに基づく着実な更新投資の促進 

 

① 中長期の視点に立ったアセットマネジメントの必要性 

 

水道事業は、日常生活に必要不可欠なライフラインであるとともに、大規模な事業

用資産を保有していることから、将来にわたり必要な施設を適切に維持・更新してい

くことが極めて重要となる。 

このため、中長期の視点に立ち、人口減少や更新投資の増大を踏まえ、事業用資産

のダウンサイジングによるトータルコストの縮減、平準化などの負担軽減策を反映し

たアセットマネジメントを実施する必要がある。 

厚生労働省による「アセットマネジメントの手引き」P13F

14
Pにおいては、アセットマネ

ジメントの手法について、現在の資産状況を基に将来の更新需要を把握した上で、現

在の資金収支、収益的収支を基に財政収支見通しを検討するものを標準的な水準とし

ている。 

しかし、今後、持続的な経営を確保するためには、より中長期の視点に立ったアセ

ットマネジメントの手法を導入し、人口減少等による有収水量の減少や、施設の再構

築・ダウンサイジング等も踏まえた将来の更新費用を算定し、財政収支見通しを検討

した上で、仮に、将来の更新費用について、すべて料金で賄うこととした場合に必要

となる料金水準を把握することが求められる。 

 

 

② アセットマネジメントに基づく料金水準の見直し 

 

中長期の視点に立ったアセットマネジメントを実施した結果、現行の料金水準では

更新投資に必要な財源を賄えない場合には、料金水準の計画的な見直しを進めること

が必要である。 

一方で、水道事業の料金水準は、近年、横ばいで推移しており、厚生労働省と総務

省の調査においては、回答のあった事業者のうち、直近の料金改定から５年以上が経

過している事業者が、約７割に上っている。（図表 30、31） 

このため、国においても、各団体における料金水準見直しの検討を推進するため、

アセットマネジメントを踏まえた料金水準の試算が可能となるツールを提供する等、

対策を講じる必要がある。 

 

                                                   
14 「水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き ～中長期的な視点に

立った水道施設の更新と資金確保～」（平成 21 年７月厚生労働省健康局水道課） 
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【図表 30 上水道事業の料金水準の推移】 

 

 

【図表 31 水道料金改定の状況】 

 

 

 

③ 更新投資に係る新たな財政措置の必要性 

 

水道は日常生活に必要不可欠なライフラインであり、全ての地域で水道サービスが

持続的かつ安定的に提供される必要がある。 

このため、全ての水道事業者が、更新需要が増大する中にあっても、中長期の視点

に立ったアセットマネジメントを実施するとともに、料金水準の計画的な見直しや広
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域化等の抜本改革による投資費用の削減等を通じて必要な財源を確保することによ

り、老朽化対策や災害対策のための適切な更新投資を着実に行っていくことが必要と

なる。 

しかしながら、先に分析したとおり、現時点において資本費が非常に高い水準にあ

るなど、経営条件が構造的に厳しい団体においては、管路更新率が低い水準にとどま

る傾向があり、適切な更新投資が行われていないものと考えられる。 

こうした団体においても、まずは、自らの経営努力によって適切な更新投資のため

に必要な財源を確保していくことが求められることは言うまでもない。一方で、抜本

改革等の取組の実現には一定の時間を要するが、頻発する自然災害への対策が喫緊の

課題となっていることを踏まえれば、その間、本来対策が必要な施設について更新投

資が実施されないことは大きなリスクにつながりかねない。また、更新投資の遅れが

広域化等の抜本改革の支障となっているとの指摘もある。 

このため、経営条件が厳しく、現状において更新投資が進んでいない団体において

も、老朽化対策、災害対策のための着実な更新投資が実施されるよう、国において、

更新投資に係る新たな財政措置を検討すべきである。 

なお、一般会計から公営企業会計への繰出については、補助によるものと出資によ

るものがある。施設整備を対象とした補助による繰出の場合、施設整備そのものを目

的とするものであることから、当該施設の減価償却費のうち補助対象部分については

資本費から除外されるため、料金回収の対象とはならない。一方、出資による繰出の

場合、出資の一義的な目的は長期的な経営基盤の強化であることから、施設整備の財

源の一部に充当される場合であっても、当該施設の減価償却費は総括原価方式におい

て資本費に算入され、料金回収の対象となる。このため、補助による場合には、将来

の資本費を抑制する効果を生じるが、公営企業の経営基盤を強化する効果は生じない。

一方、出資による場合には、公営企業の経営基盤を強化する効果が生じるが、将来の

資本費を抑制する効果は生じない。以上を踏まえ、財政措置の検討に際しては、繰出

のあり方についても検討する必要がある。 

 

 

④ 新たな財政措置の対象とすべき事業 

 

水道事業において更新投資の対象となる主な事業用資産には、「浄水場等の施設」

と「管路」がある。 

このうち、浄水場等の施設については、今後、広域化推進プランの策定が進み、多

様な広域化のシミュレーション結果が明らかになった時点で、あらためて更新投資の

あり方が検討されるべきであり、こうした取組に先立って更新を進めることは抜本改

革を阻害する要因ともなりかねない。また、当面は長寿命化等の対策を行うことで更

新時期の調整を図ることが可能なものも多いと考えられる。 

一方、管路については、末端給水事業における事業用資産の約７割を占めており、

経営条件が厳しい団体ほど管路更新率が低くなるとともに、管路の約９割 P14F

15
Pを占める

配水管路については、抜本改革の取組に関わらず着実に更新投資を進める必要がある

                                                   
15 「平成 22 年度 水道におけるアセットマネジメント取組促進等業務報告書」（平成 23 年３月

厚生労働省健康局水道課、株式会社日水コン）による。 
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と考えられる。 

このため、新たな財政措置の対象については、経営条件が厳しく、管路更新の負担

が大きいと見込まれる団体が行う管路更新事業とすることが考えられる。また、今後、

広域化推進プランの策定が進み、多様な広域化の取組に係るシミュレーション結果が

明らかになった段階で、浄水場等の施設も含め、あらためて財政措置のあり方につい

て検討すべきと考えられることから、今回検討する措置については、その間までの限

定的な措置とすべきである。 

 

 

⑤ 新たな財政措置の対象とすべき団体 

 

新たな財政措置の対象となる団体は、経営条件が厳しく、管路更新の負担が大きい

と見込まれる団体であることから、その要件は、経営条件の厳しさを示す指標と管路

更新の負担の大きさを示す指標に着目すべきと考えられる。 

また、経営条件の厳しい団体においては、料金収入の確保をはじめとした経営努力

が特に求められることから、経営努力の度合いを示す指標として、料金水準に係る要

件等についても検討すべきと考えられる。 
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４．今後引き続き検討すべき課題 

 

（１）簡易水道事業の統合の取組の検証 

 

給水人口５千人未満の簡易水道事業については、上水道事業に比べ、給水人口密度

が低くなるなど、経営条件の厳しいものが多いことから、従来、一般会計からの一定

の繰入について財政措置を講じ、その繰入額を前提とした経営がなされている。 

平成 19 年度からは、簡易水道事業の経営基盤の強化を図るため、国において、簡

易水道事業と上水道、あるいは簡易水道事業同士の事業統合を推進している。 

この結果、簡易水道事業を含む水道事業全体の経営基盤が強化された面があるもの

の、なお、経営基盤の脆弱な簡易水道事業も見られるほか、統合により上水道事業と

なった統合水道 P15F

16
Pの中でも経営基盤が脆弱なままの団体も見られる。 

このため、平成 31 年度までの取組である簡易水道事業の統合について、成果検証

を行い、今後のあるべき姿を検証する必要がある。 

 

 

（２）「水道」以外の多様な給水方法の検討 

 

水道は日常生活に必要不可欠なライフラインであり、全ての地域で水道サービスが

持続的かつ安定的に提供される必要がある。 

しかしながら、今後、急速な人口減少が進む中、広域化や民間活用等の抜本改革を

進めたとしても、極めて小規模な経営条件の不利な団体においては、現行の水道の技

術水準や仕組みを維持したまま経営基盤を強化するにも限界があり、既存の施設の維

持が困難となる団体が出てくることも考えられる。 

現在、厚生労働省において、水道法に定める「水道」以外の手法による衛生的な水

の供給について技術的な検討が進められている P16F

17
P。 

今後、こうした検討結果も踏まえ、多様な給水方法のあり方について検討を進める

必要がある。 

 

 

（３）ＩＣＴ、ＩｏＴ等の先端技術の活用 

 

水道事業における職員数が減少する中、広域化や民間活用等の抜本改革により経営

基盤の強化を図るためには、ＩＣＴ、ＩｏＴ等の先端技術を活用することが重要とな

る。 

現在、経済産業省において、平成 28 年度からの３年間、劣化予兆診断に基づくア

セットマネジメントの充実や遠隔監視制御の効率化によるコストダウン等を図るた

め、ＣＰＳやＩｏＴを活用した水道事業のスマート化・標準化についての実証実験に

                                                   
16 「特別交付税に関する省令」（昭和 51 年 12 月 24 日自治省令第 35 号）第３条第１項第３号イ

表 10 号３に規定される「統合水道」を指す。 
17 「水道事業の統合と施設の再構築に関する調査（小規模集落における給水手法に関する調査）」 
（平成 25 年２月厚生労働省健康局水道課）、「人口減少地域における多様な給水方法の検討に関す

る調査」（平成 30 年３月厚生労働省医薬・生活衛生局水道課）等を通じて検討を進めている。 



31 
 

取り組んでいる P17F

18
P。 

今後、こうした検証結果も踏まえ、水道事業におけるＩＣＴ、ＩｏＴ等の先端技術

の活用のあり方について検討を進める必要がある。 

                                                   
18 経済産業省が三菱総合研究所に委託し、「平成 28 年度 IoT 推進のための社会システム推進事

業（社会インフラ分野での IoT 活用のための基盤整備実証プロジェクト）調査報告書」（平成 29
年 3 月三菱総合研究所）を公表している。 
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